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1 ．はじめに
　量刑は犯罪行為に対する法的効果を確定することであり，これには刑種の
選択や，自由刑においては，法定刑から処断刑を経て具体的な宣告刑を決定
することまでが含まれている。わが国においては，自由刑の刑期の決定に関
して，処断刑に至るまでの加重減軽事由についての規定は置かれているもの
の，処断刑から宣告刑に至るまでの量刑は裁判官に広い自由裁量の余地が与
えられている。
　わが国における量刑研究は，二種類の量刑研究があると考えられている。
第一に，「量刑に関する相場」についての研究，そして，第二に「量刑に関
する一般原理」そのものに対する研究である。わが国の現行刑法典の中には
量刑に関する一般的基準を示す規定が置かれていないため，量刑の一般的基
準は長年の実務の成果として集約された「量刑に関する相場」がもととされ
ている。このため，量刑研究というときは第一の「量刑に関する相場」につ
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いての研究をもって量刑に関する研究ということが多い
１）
。そして，第二の
「量刑に関する一般原理」そのものに対する研究であるが，これは，量刑法
学的見地から刑の加重減軽事由の根拠等を基礎に置き，量刑の決定がいかな
る一般的原理，方法によりなされるべきかについて明らかにする研究であ
り，これも「量刑研究」の一種とされている。
　後者の「量刑に関する一般原理」を研究する上で，わが国の刑法典には量
刑に関する一般的基準を示す規定が置かれていないものの，わが国の刑法に
強い影響を与えたドイツ刑法では量刑に関する一般規定が置かれていること
から，ドイツの量刑に関する一般規定の研究は欠かせないものとなってい
る。ドイツにおける量刑判断も裁判官に広い自由裁量の余地が与えられてい
るものであるが，その裁量の一般的基準となっているのがドイツ刑法46条で
ある。ドイツ刑法46条 1 項は「行為者の責任は，刑の量定の基礎である。刑
が社会における行為者の将来の生活に与えると予期される影響は，これを考
慮しなければならない」と規定しており，同条 2 項は「刑の量定に当たり，
裁判所は，行為者にとって有利な事情および不利な事情を相互に比較衡量す
る。その際に，特に次のことを考慮する」と規定して，「行為者の動機及び
目的」などの諸事情を列挙しつつ量刑に関する事情及び量刑基準に関する規
定を置いている
２）
。そして，ドイツではこの規定を踏まえ，量刑は，本質的に
は，「個々の裁判官の個人的な資質をもちこむことの許される裁判官の裁量
1 ）　城下裕二「量刑基準に関する一考察（ 1 ） ─ 量刑事情としての『犯罪後の態
度』を中心に ─ 」北大法学論集43巻 4 号 （1992，北海道大学） 89頁。
2 ）　ドイツ刑法46条は，量刑の基本原則について次のように規定している。
　「①行為者の責任が，刑の量定の基礎である。刑が社会における行為者の将来の生活
に与えると予期される影響は，これを考慮しなければならない。②量刑にあたり，裁
判所は，行為者に有利及び不利な事情を相互に衡量する。その際，特に考慮されるの
は次の事情である。行為者の動機及び目的，犯行にあらわれた心情及びその際にはた
らかせた意思，義務違反の程度，実行の態様及び犯行から生じた責めに帰すべき諸結
果，行為者の前歴，人的及び経済的諸事情，並びに，犯行後の行為者の態度，特に損
害を回復しようとする努力及び被害者との和解を実現しようとする努力。③すでに法
律上の構成要件の要素となっている事情は，これを考慮してはならない。」
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の問題」ではあるが，「個々の事例でどのような制裁を選択し，どのように
量定するかということも，ある種の法的拘束を受けるもの」として理解され
ている
３）
。以上のようなドイツ刑法46条を基本としたドイツの量刑に関する一
般原理を研究することで，わが国における「量刑に関する一般原理」の研究
の一助となると解されている。
　わが国においては，2016年に刑事訴訟法が改正されたが，その内容や将来
の刑事訴訟法並びに刑法改正の展望から，量刑理論に関する研究の重要性が
見直され始めている。2016年に改正された刑事訴訟法では，①取調べの可視
化，②協議・合意制度（司法取引）の導入，③通信傍受の拡大といった内容
が追加されて改正に至ったが，今回の改正では最終的な成立には至らなかっ
たものの，審議の対象としてその導入の是非が検討されていた「犯罪事実の
解明による刑の減軽制度」が，将来的に導入されるべき第一の審議事項とし
て挙げられている。そして，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」を正式
に法制化すべきか否かを決する上で，「犯罪事実の解明」という行為者の事
情が如何に量刑に影響をもたらすものかを検討する必要性が生じている。
「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」とは，被疑者が自己及び他人の犯罪
の解明に欠くことのできない供述をした場合に，これを刑の減軽事由とする
旨の規定を刑法総則に置き，既に改正をみた②「協議・合意制度」とは区別
された実体法上の刑の減軽を内容とする制度をいうが，当該制度の導入の是
非を検討する上で，犯罪行為者が，事後的に捜査機関・訴追機関等に協力
し，真実発見に寄与をするという事実，たとえば，自首または自白のように
自らの犯罪事実について，または，いわゆる内部告発のように他人の犯罪事
実について申告する等が認められるような場合に，真実の発見に寄与した協
力者が自身の量刑においてどのように評価されるべきかを明らかにする必要
があるであろう。
　以上の意味において，本稿では，「犯罪事実の解明」という行為者の事情
3 ）　Jescheck / Weigend, Lehrbuch des Strafrechts AT, 5. Aufl. 1996, §82Ⅰ1.
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が如何に量刑に影響をもたらすものかを検討する前提として，わが国に影響
を与えたドイツにおける量刑理論の基礎及び王冠証人制度による減軽事由に
ついて改めて研究して参りたい。
2 ．ドイツ量刑理論の基礎と「幅の理論」について
　ドイツにおける量刑は，わが国と同様，裁判所に広範な裁量が委ねられて
いるものであるが，前述のように，ドイツ刑法46条の規定に従って，ある程
度の法的拘束を受けつつ量刑が決定されていくということが通説的な見解と
なっている。ここにおいて，量刑に対する法的拘束力の中でも明確な拘束的
指針となるものは「法定刑」であると考えられるが，ドイツ刑法においても
「法定刑」は各構成要件に従って定期で決定されているわけではなく，立法
者によって，個々の犯罪が非常に重い場合も非常に軽い場合も相当な処罰が
できるようにとの配慮から，法定刑が極めて広く設定されており，裁判所は
その幅の範囲内で刑の確定を行っている。ただし，ドイツ刑法典において
は，特定の構成要件に対する「法定刑」を「特に重い事例」と「比較的重く
ない事例」に分類して，別々の「法定刑」として規定されている構成要件も
存在している。しかし，ここで，同一の構成要件該当行為に対して「特に重
い事例」と「比較的重くない事例」に分かれて「法定刑」が定めてられてい
るといっても，これは当該構成要件全体の重大性に従って「法定刑」が単に
細分化されている訳ではない。つまり，立法者は，同一の構成要件該当行為
に対して，「特に重い事例」の「法定刑」が当該構成要件該当行為の「刑の
上限」として，また，「比較的重くない事例」の「法定刑」が「刑の下限」
として，「法定刑」の幅を持たせつつ法定化するということは行っていない。
「特に重い事例」と「比較的重くない事例」に従って「法定刑」が個別に設
定されている多くの構成要件においては，「特に重い事例」の「法定刑」と
「比較的重くない事例」の「法定刑」が重なり合っているものが見られる。
ここから，同一の構成要件内においても「特に重い事例」と「比較的重くな
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い事例」といった類型は，あたかも異なる構成要件のように分類されて量刑
の範囲を明らかにするものとなっている。
　そして，同一構成要件に対して「特に重い事例」と「比較的重くない事
例」とに分類して「法定刑」が定められている犯罪事例に対しては，裁判所
は，第一に，構成要件の通常事例なのか，あるいは「特に重い事例」なの
か，それとも「比較的に重くない事例」であるのかを決定した上で，第二
に，それぞれの「法定刑」の範囲において刑罰を決定する必要が生ずるとい
うことになる。この点を見ると，立法者が，同一の構成要件にさらに「特に
重い事例」に基づく「法定刑」を定めることによって，裁判所に対し，「通
常の法定刑」か「特別の法定刑」かを選択して決定すべき必要があることを
要求するものとなりうる。このため，立法者が同一の構成要件に「特に重い
事例」と「比較的重くない事例」とに分類して「法定刑」を定めることは，
その範囲において，裁判官による量刑判断の際に裁量の余地を狭める法的拘
束力になっていると解することができるであろう
４）
。以上の点から，ドイツ刑
法においては，同一の構成要件に「特に重い事例」と「比較的重くない事
例」とに分類して「法定刑」を定めることが，ある種，量刑に対する法的拘
束力として働いているものと指摘することができる。
　しかし，立法者が様々な行為の重さに従って「法定刑」を区別すること
で，裁判官に対する量刑判断に法的拘束力を与えているといっても，そのよ
うにして得られた「具体的法定刑」の枠も未だ広範であり，量刑の決定まで
には至るものではない。その後，裁判官は，導き出された「具体的法定刑」
4 ）　法律によって「特に重い事例」となる原則例が示されている構成要件において，
行為者の行為が法定されている原則例が実現されていない場合であっても，他の非難
すべき動機等から裁判所が「特に重い事例」であると判断した場合には，「特に重い
事例」として認められる場合もありうる。たとえば，BGH 29, 319 ［322］, BGH NJW 
1990, 1489. ここにおいて，「特に重い事例」と「比較的重くない事例」がそれぞれ個
別の類型であり，異なる構成要件であると解すれば，これは罪刑法定主義から認めら
れるべきものではないが，通説は同一構成要件内であれば，行為者に不利な方向での
類推的推論は許容されると解している。
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の枠内で量刑を決定していくことになるが，その際においても，裁判官はド
イツ刑法によって重大な法的拘束を受けることになる。その法的拘束の中心
的規定となるものが，ドイツ刑法46条である。ドイツ刑法46条は，「刑罰の
目的を前提とした量刑に関する原則」と「量刑事情」を明記した規定になっ
ている。まず，ドイツ刑法46条 1 項 1 文では，「行為者の責任が，刑の量定
の基礎」であることが規定されており，刑の量定基準は刑罰の本質から導き
出すものであることを明示している。犯罪成立の効果として与えられる制裁
が刑罰であるが，「一般的な理解によれば，刑罰は害悪であり，この害悪が
行為者に対して清算的な正義を実現する」ものと解されている
５）
。そこで，刑
罰が行為者に科されることで正義が実現されるという「刑罰の任務」を実現
するためには，「行為者に帰責可能な形で実現された不法な責任の量に相応
する」場合に限られるべきであると解されることになる
６）
。また，ドイツ刑法
46条 1 項 2 文によれば，裁判官は刑を量定する際に，刑罰が行為者の将来の
社会生活にどのような効果を与えるかを考慮した上で決定されなければなら
ないとしている。ドイツ刑法46条 1 項 2 文の規定は，量刑の決定においては
行為者に対する刑罰の特別予防の目的が影響し，「犯人の再社会化や社会復
帰を困難にするような制裁を科すことは可能な限り避けなければならない」
といったことが求められている
７）
。これは，行為者に刑罰を与えることによっ
て生じるプラスの効果（たとえば，拘禁によって行為者から社会を保護すること，さ
らに犯行をしないよう行為者を威嚇すること，刑の執行において職業教育として社会訓練
をすること）とマイナスの効果（たとえば，刑の執行において犯罪性が伝染すること，
犯罪者の烙印を押すことにより職業及び社会的統合の見込みが悪化すること，家族関係が
崩壊すること，経済的負担）の比較衡量により，行為者に刑罰を科すことが行為
者の改善及び社会復帰に積極的に役立つような形へと行き着くべきことが求
5 ）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §82 Ⅳ 1 f.
6 ）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §82 Ⅳ 1 f.
7 ）　Franz Streng「ドイツにおける量刑：その概要と現代的課題」井田良，小池信太
郎訳，慶應法学 8 号 （ 2007，慶應義塾大学大学院法務研究科） 124頁。
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められており，それに従って量刑判断がなされるべきものであると明示して
いる
８）
。
　以上のように，ドイツ刑法46条 1 項は，一方では行為者の責任の重さの適
切な量定と，もう一方では行為者の再社会化の見込みに関する考慮が求めら
れている。しかし，ここにおいて，もしも両者が相反する方向への量刑に繋
がった場合，どのように調整されるべきかについては問題が生じている。こ
の問題に対し，通説・判例は，両者の間を調和させるための見解として「幅
の理論（Spielraumtheorie）」という見解を採用している
９）
。「幅の理論」とは，
「責任枠の理論（Schuldrahmentheorie）」とも呼ばれる見解で，その基礎となる
内容は，「裁判官は，法律上言い渡すことが可能な刑罰枠の範囲内で，当該
事例についての『責任の幅』を見出すという形で量刑判断を進める」という
ものである
10）
。そして，この「責任の幅」の枠内において，つまり，行為者の
責任の程度を上回ったり下回ったりしない限りにおいて，許容される予防目
的（犯人の再社会化，保安，威嚇，規範の強化）が考慮され，量刑が決定されるこ
ととなる。つまり，個々の事例において「刑罰を根拠づける責任」を正確に
決定することは当然に困難なことであるから，はじめにある程度の刑罰枠の
幅を定めた上で，次に，その刑罰枠に「責任の幅」を設定し，その「責任の
幅」の範囲内で行為者に対する特別予防目的に従って刑を量定するというや
り方を取ることで，刑罰の拡大適用に歯止めをかけることが可能となると考
えられている。
　一方，この「幅の理論」と対立する見解として「点の理論（Punktstrafetheo-
rie）」という見解が存在する。「点の理論」とは，「上告審裁判所が，事実審
裁判所の量刑にきわめて広範囲の審査を及ぼす権限を持つことを根拠づけよ
うとした理論であり，その理由付けとして，事実審裁判官に対して，正しい
刑を『点』として正確に定めることを要求した」見解であるとされている
11）
。
8 ）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §82 Ⅳ 3.
9 ）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §82 Ⅳ 6.
10）　Streng, 前掲注 7 　131頁。
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つまり「点の理論」とは，具体的な事例において「責任の分量」に応じる刑
を正確な「点」として発見することを要求する見解である。しかし，量刑は
行為者の責任に従って決定されることが原則であり，行為者の責任が社会的
な価値や規範といった全体文化の価値秩序に依存するものであることから，
ある特定の具体的な事例において，唯一の正確な「責任の分量」を特定する
ことは困難であることを理由として，「点の理論」に対しては強い批判が向
けられている。この批判によれば，具体的事例における一人ひとりの行為者
の「責任の分量」を適切に判断する手法として挙げられるものは，「最初か
ら幅の範囲内でのみ可能であるか，上限・下限の間での一定の許容域として
あらわれるにすぎないのであって，点の理論がいうように，法律上の刑罰枠
の中に一点で定まるようなものではありえない」といった指摘がなされてい
る
12）
。「点の理論」は行為者に対する適切・正確な刑の決定を目指す理想を追
求した見解ではあるものの，やはり，個別具体的な行為者の刑を適切・正確
に一点で決定するということは困難であると感じられることから，量刑判断
において妥当な見解とは言い得ないであろう。
　以上のような批判の強い「点の理論」に対立する形で主張されているの
が，前述にも紹介した，現在の通説的見解となっている「幅の理論」であ
る。「幅の理論」は，ドイツ刑法46条 1 項に内在する潜在的な矛盾を解決す
るための理論的基礎を導き出すという利点があり，また，量刑を決定する際
にも，一定の裁量の幅を事実審裁判官に対して保障するものであるという点
から優れた見解であるとされている。たしかに，「幅の理論」以外のどのよ
うな量刑理論を採ったとしても，量刑の基礎にあるのが行為責任である限
り，行為責任に関する認識ないし評価の上での（量刑判断の）不確実さが現れ
11）　Streng, 前掲注 7 　131〜132頁。なお，「点の理論」について引用しているもの
に，Arthur Kaufmann, Das Schuldprinzip,1961, S.261; Heinz Zipf, Die Strafmaßver-
sion, 1969, S.165 ff.; Hans─Jürgen Bruns, Strafzumessungsrecht, 2. Aufl. 1974, S.91 
f. 等がある。
12）　Streng, 前掲注 7 　133頁。
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るものであるから，最初から責任の幅の枠を設定することのできる「『幅の
理論』だけがそのような不確実さを問題化」させるものではないという，責
任主義の原則と調和するという点が「幅の理論」の特に優れた利点であると
いえる
13）
。また，「幅の理論」は，責任の上限・下限の枠中において，「第一
に，量刑を決めるために予防目的を考慮することが可能となるので，量刑の
中心をなす行為責任評価が不確実であるという難点が緩和」され，「第二に，
処罰に犯罪予防の意味を込めることにより，国家刑罰の正当性を，功利主義
的見地から補強できる」という利点が認められる
14）
。さらに，「幅の理論」を
採用することによって，あるときは「責任の幅」を量定する際に，またある
ときは「責任の幅」の範囲内から予防的観点を考慮して刑量を決定する際
に，裁判官自身が，自らの量刑的判断をチェックするための基礎が与えられ
ているという点で優れた見解となっている
15）
。これらの利点を踏まえると，ド
イツにおける現在の判例及び通説的見解として，「幅の理論」がより優れた
見解として採用されていることも首肯されるものである。
　さて，ドイツ刑法46条 1 項に刑罰の目的や本質を前提とした量刑に関する
一般規定が置かれていることは前述したとおりであるが，一方，同条 2 項に
おいて，裁判所が量刑の際に考慮すべき種々の「量刑事情」が列挙されてい
ることにも注目をしてみたい。同条 2 項で規定されている「量刑事情」に
は，「行為者の動機及び目的」，「犯行にあらわれた心情及びその際にはたら
かせた意思」，「義務違反の程度」，「実行の態様及び犯行から生じた責めに帰
すべき諸結果」，「行為者の前歴」，「人的及び経済的諸事情」，並びに，「犯行
後の行為者の態度」，「特に損害を回復しようとする努力及び被害者との和解
を実現しようとする努力」といったものが列挙されている。その上で，ドイ
ツ刑法46条の規定の全体を見てみると，同条は「 2 項に掲げられているこれ
13）　Streng, 前掲注 7 　135〜136頁。
14）　Streng, 前掲注 7 　135〜136頁。
15）　Streng, 前掲注 7 　136頁。また，これについて採用しているものに，Hans G 
Meine, Die Strafzumessung bei der Steuerhinterziehung, 1990, Rn.125 ff., 133 ff.
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らの個々の事情を， 1 項が規定する観点（＝判断の「方法」）に基づいて比較衡
量し，それぞれの事案に応じた刑の量定を実現すべきことが要請」された規
定であることが理解される
16）
。ただし，ここで注意すべきは，ドイツ刑法46条
2 項 2 文の中で掲げられている種々の「量刑事情」は限定列挙されたもので
はなく，例示列挙にすぎないという点である。ここで掲げられている種々の
「量刑事情」は，「客観的な行為不法に関する事情（たとえば，行為の遂行態様，
有責な所為結果），所為に対する行為者の内心的態度に関わる事情（たとえば，
動機及び目的，心情），そしてさらには，行為者人格とともに行為者への刑罰
の効果の必要性に関わる事情（たとえば，前歴，人的関係及び経済的関係）」等に
分類されているが，これらは，裁判所がどのような事実領域に着目すべきか
を表しているものに過ぎず，結局は量刑の一般的な目的設定である特別予防
の点を考慮しながら，行為者の責任清算の展開が行われるものであることを
示している
17）
。故に，行為者の特別予防の考慮に適うものであれば，同項内に
列挙されている事柄だけにとどまらず，その他の類似した事情を考慮して量
刑判断を行うことが可能であると解されている。
3 ．「犯行後の行為者の態度」による刑の減軽について
　さて，前述のとおり，ドイツ刑法46条 2 項 2 文においては，行為の不法内
容や責任内容及び行為者人格を基礎づける事情等が量刑事情として掲げられ
ているが，そこには「犯行後の行為者の態度」という事情も量刑事情にあた
るものとして明示されている。ドイツにおいては，量刑を判断する際の「犯
行後の行為者の態度」という事情が，行為者の「行為責任」（ドイツ刑法46条
1 項 1 文）を明らかにする上でも，また，行為者の特別予防の必要性（ドイツ
刑法46条 1 項 2 文）においても重要であると考えられているようである
18）
。そこ
16）　城下前掲注 1 　102頁。
17）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83Ⅰ1 ff.
18）　BGH 17, 143.
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で，ここでは，わが国における「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」の導
入の是非を検討する資料として，同条項内に規定されている「犯行後の行為
者の態度」，特に自らの犯行を自白するといった態度が，量刑判断に如何に
影響をもたらすものかに焦点を当てて検討を行って参りたい。
　はじめに，「犯行後の行為者の態度」が「行為責任」の量定においていか
なる影響を与えるものかについて検討してみたい。「行為責任」というと，
行為者の実行行為とそれによって生じた結果によって構成要件が充足され，
それが「行為責任」として量刑判断に影響をもたらすものであるとイメージ
されるが，ドイツ刑法46条に規定されているとおり，「犯行後の行為者の態
度」によって引き起こされる「事後的な事情」も，なお量刑事情の一つとし
て，行為者の責任の幅を決定する際に考慮に入れることができる事情である
と理解されている。たとえば，「犯行後の行為者の態度」が「行為責任」の
量定に影響をもたらす例としては，交通事故後の逃走事例において，「交通
事故後の逃走に引き続いて，負傷した被害者を助けのない状態で置去りにし
たり，事故の痕跡を積極的に除去したりといった，構成要件に該当する事実
と時間的に接着して関連する行為態様」等がこれにあたり，「犯行後の行為
者の態度」が量刑上検討される「行為責任」に影響をもたらすものと解され
ている
19）
。この例においては「犯行後の行為者の態度」が加重事由として検討
されていることになるが，「犯行後の行為者の態度」が行為者の「行為責任」
の加重事由として検討される場合には，「犯行後の行為者の態度」が「構成
要件に該当する事実と時間的に接着して関連する行為態様」に限定して行わ
れていることに注意が必要である
20）
。したがって，たとえ「構成要件に該当す
る事実と時間的に接着して関連する行為態様」以外の行為者の犯行後の事情
や行為者の態度がいくら悪しきものであるからといっても，行為者の不法・
有責になした行為以上に量刑上の行為責任を重く問うことはできないとされ
ている。
19）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83 Ⅳ 1.
20）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83 Ⅳ 1.
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　次に，「犯行後の行為者の態度」が行為者の特別予防の考慮上においてい
かなる影響を与えるかであるが，こちらは，主に量刑の「減軽事由」へ影響
を与えるべきものとされている。たとえば，行為者が犯行後，長期に渡って
継続的に「立派な振る舞いをした」という態度であった場合は，行為者の量
刑に有利に評価されることになる。これは，「犯行後の行為者の態度」が良
いものであるならば，全面的な社会復帰の努力を必要としないことから特別
予防の必要性に欠けると判断されるためである
21）
。
　また，「犯行後の行為者の態度」が行為者の特別予防の観点に影響を与え
るケースには， 2 種類の類型があると考えられる。第一に，訴訟手続時の行
為者の態度，たとえば，行為者が自白により自ら進んで犯行を解明したよう
な場合と，第二に，行為後の損害回復，とりわけ，犯行から生じた損害の回
復や損害回復にむけた努力，また，被害者と和解をしたりするといった態度
があったような場合である
22）
。ここでは，わが国における「犯罪事実の解明に
よる刑の減軽制度」の導入の是非を検討する資料として，第一の訴訟手続時
の行為者の態度がドイツの量刑にいかに影響を与えているかを中心に，検討
を加えて参りたい。
　訴訟手続時の行為者の態度がドイツ量刑理論に与える影響を検討する上で
参考となるものとしては，「行為者による自白」がいかに量刑に影響を与え
るかという点であろう。ドイツにおいては，真実解明及び刑事手続の短縮に
寄与した行為者の自白は，量刑判断の上で，当然に「犯行後の行為者の態
度」における「減軽事由」として検討されるべきであるとしている。これ
は，ドイツ判例及びドイツ刑事実務上も認められているものであり，ドイツ
の判例の中には，自白に刑罰減軽的な効果があることを明示しているものが
存在している
23）
。また，ドイツの刑事実務においては訴訟上の取引が広く行わ
れているものであるが，実務上においても「自白した行為者に対する刑の免
21）　BGH StV 1988, 487; OLG Düsseldorf StV 1993, 310.
22）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83 Ⅳ 1.
23）　BGH StV 1991, 106, 108.
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除が，刑事手続の取引の基盤」となっており，確立したものとなっているこ
とがわかる
24）
。
　では，自白が量刑上考慮される「犯行後の行為者の態度」の事情に含まれ
ることに争いはないとしても，たとえば，そのような自白が反対に加重事由
として量刑に寄与することはありうるであろうか。「犯行後の行為者の態度」
を規定しているドイツ刑法46条 2 項を見てみると，同条項は，どのような要
件のもとに，どのような事情が行為者の有利または不利に作用すべきか，と
いうことまでを明示していない。さらに同条項は，「これらの軽重の評価は
どこを基準点とするのか，または個々の考慮が相対的にどの程度の重さをも
つのかを示すことなく，まったく一般的に，行為者に有利な事情及び不利な
事情を相互に比較衡量するという点」を示すものであると解されている
25）
。以
上を踏まえると，ドイツ刑法46条 2 項の一般的な解釈からは，自白をはじめ
とした行為者の訴訟手続時の態度も加重事由として寄与することも理論上あ
り得ることになるであろう。
　しかしながら，前述のとおり，「犯行後の行為者の態度」が「行為責任」
の加重事由として検討される場合には，「犯行後の行為者の態度」が「構成
要件に該当する事実と時間的に接着して関連する行為態様」に限定されるこ
とが原則であると考えられるから，自白のような訴訟手続時の行為者の態度
に従って，安易に行為者の「行為責任」が加重されると考えるべきではない
であろう。「犯行後の行為者の態度」が「構成要件に該当する事実と時間的
に接着して関連する行為態様」である場合に限って，「行為責任」に影響を
もたらし量刑の加重事情へと働くのであって，行為者の訴訟手続時の態度が
「行為責任」へと遡及されるべきではなく，あくまでも「犯行後の行為者の
24）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83 Ⅳ 2. ここでのドイツ刑事実務上の取引とは，そ
れまで否認しまたは黙秘してきた被疑者に対して，一部でも自白を行えば刑の減軽が
認められるように提案する弁護活動のことをいう。ここでは，このような取引に対し
ては，訴訟法上の理由から疑いがあるばかりでなく，量刑を誤らせるとの批判がなさ
れている。
25）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83Ⅰ 2.
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態度」は行為者の特別予防の考慮の際に，減軽事由としてのみ影響をもたら
すものと解することが妥当であると思われる。
　しかしながら，ドイツの判例の中には，自白をはじめとする訴訟手続時の
態度であっても，「場合によっては」加重事由として影響をもたらすことを
肯定している事例も存在している。たとえば，厚顔無恥に犯行を否認した場
合や，行為者の可罰的な態度が「正当である」と明言した場合は，当該法益
に対し行為者の否定的態度が明らかであるから，行為者に対し重い責任を肯
定することが可能であると認める事例がある
26）
。このような判例の根拠となっ
ている考え方が，もしも「犯行後の行為者の態度」を加重事由として「行為
責任」に遡及させたものであると解すると，責任主義の見地から妥当ではな
いといえるが，たとえば，「犯行後の行為者の態度」が予防目的の見地から
考慮された上で加重事由として働いていると解するのであれば，妥当性が生
ずるものとなると考えられる。つまり，これは，ドイツ刑法46条 2 項の理論
的解釈から，「犯行後の行為者の態度」は行為者の特別予防の見地に従って，
減軽事由にも加重事由にも働くことが可能であるとする立場を採用した見解
であるといえよう。このような見解によれば，たとえば，自白が「犯行後の
行為者の態度」として量刑上減軽事由として寄与するのは，行為者が自らの
態度の誤りを理解したことを示すものだからであり，それ故に，問題なくそ
の再社会化を期待させるものであるからこそ減軽へと結びつくものであると
解されるが，それと対照的に，「無分別な」自らの犯行の否認は行為者の危
険性が継続していることを示すものであるから，予防目的の見地から量刑上
加重事由として寄与する方向に結びつくことも可能であると解されることに
なる
27）
。このように「犯行後の行為者の態度」を「行為責任」に加重して加え
るのではなく，予防目的の見地から加重事由として判断していくという理解
は，「犯行後の行為者の態度」を「行為責任」に遡及するよりも自然な見解
26）　BGH 1, 105; BGH NJW 1961, 85; BGH 31, 16, 19.
27）　BGH 32, 165, 182 f.; BGH NStZ 1983, 453. なお，これらについて引用しているも
のに，Jescheck / Weigend, a.a.O., §83 Ⅳ 2.
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といえるであろう。しかしながら，この見解に対しては，「犯行後の行為者
の態度」が予防目的の見地から加重事由に働くことは場合によって認められ
るとしても，こと「自白」に関しては，行為者の特別予防の見地から加重事
由として認めることについては是認できないとする批判がなされている。こ
の批判によれば，「犯行後の行為者の態度」の中でも「特定の動機（一方で
は，自らの犯行を理解し，悔悟すること，他方では執拗な法敵対性）は，行為者の再
社会化の見込みについての推論を許すが，自白（そしてまた自らの責任を認めな
いこと）に対する本当の理由を，被告人の態度において解明するのは非常に
困難である」ことが理由に挙げられている
28）
。たしかに，自白や，あるいは自
らの罪を認めないという態度が，減軽事由に働くことを認めることは行為者
の利益になることであるから肯定しうるとしても，加重事由に働くことを認
めることは，自白をしない行為者を否定することに繋がり，行為者に自由な
弁護活動が許されていないのではないかとの疑念に至る危険性が生ずる。た
とえば，「手続き中の『協力的な』態度について刑罰軽減をもって対処し，
他方で所為非難について積極的に争うことを刑罰加重事由と考える場合，被
告人の訴訟上の自律性がなし崩しにされてしまう」との批判があるが，この
批判は免れえないであろう
29）
。行為者が自らの考えに基づいて訴訟手続を自由
に行った結果，それが「執拗な否認」や，「第三者に罪をなすりつけた」と
いった態度に繋がったとしても，それらの態度によって，直ちに特別予防の
見地から加重事由へと働かせることを認めるべきではないように思われる
30）
。
以上のことから，ドイツ刑法46条 2 項の理論的解釈から，「犯行後の行為者
28）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83 Ⅳ 2.
29）　Jescheck / Weigend, a.a.O., §83 Ⅳ 2.
30）　自白と関連して，被告人に「執拗に自らの罪を否定する態度」，「第三者に罪をな
すりつける態度」，「被害者に対し損害賠償の給付を拒否する態度」があった場合にお
いて，量刑の際に，これらの行為者の態度を理由に被告人をより重く処罰することが
あってはならないことを強調する判例が存在している。NStZ 1983, 118; StV 1993, 
581; 1994, 125; BGH NStZ 1985, 453; BGH Detter NStZ 1994, 474; BGH GA 1981, 572; 
BGH5, 238. なお，これらの判例を紹介しているものに，Jescheck / Weigend, a.a.O., 
§83 Ⅳ 2.   
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の態度」は行為者の特別予防の見地から減軽事由にも加重事由にも結びつき
うるものではあるが，特に「自らの罪を肯定する自白」，あるいは「自らの
罪を否定する態度」に関しては，被告人において訴訟活動の自由が認められ
ていることを前提とすると，減軽事由には結びつくものであるとしても，加
重事由に結びつくものと解すべきではないであろう。
4 ．「王冠証人規定」による刑の減軽について
　ドイツの一般的な量刑判断においては，ドイツ刑法46条の存在から行為者
の責任の重さによって量刑判断がなされることが基礎となっており，もう一
方で行為者の再社会化の見込みに関する考慮をしなければならないこと，そ
して，それらの考慮の際には「犯行後の行為者の態度」をはじめとした種々
の量刑事情を考慮することが必要であるとされているが，ここでは，新たに
ドイツ刑法典に規定が置かれた「王冠証人規定（ドイツ刑法46条 b）」が，ドイ
ツの量刑判断においてどのように位置づけられているかについて若干の検討
を加えてみたい。
　「王冠証人」とは，「なお発覚していない，もしくは，なお罪責の証明され
ていない第三者，通常は，その者によれば共同正犯だとされる者について，
自らの知るところを明らかにし，そのために恩典を与えられる者」を指し，
「王冠証人制度」とは，たとえば，共謀共同正犯関係において，実行行為を
行っていない背後の黒幕に対する不利益証言を行って，黒幕の犯罪の真実発
見に協力した共犯者に対しては，自身の犯罪ついて刑の減免といった恩恵を
受けることができることを内容とした制度をいう
31）
。
31）　Mehrens, Die Kronezeugenregelung als Instrument zur Bekämpfung Organis-
ierter Kriminalität Ein Beitrag zur deutch─italienischen Strafprozessrechtsvergle-
ichung, 2001, S.19. なお，これについて詳細なものに，岡上雅美「量刑事実としての
『真実解明のための協力』について（ 1 ）─自首・自白者，内部告発者ないし王冠証
人に対する減刑に関する実定法的および比較法的一考察」筑波法政38号（2005，筑波
大学）133頁以下参照。
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　王冠証人制度は，イギリスやアメリカ，イタリア等で認められるようにな
った制度であるが，ドイツにおいては，1970年代頃，刑事事件における真実
発見が重要視されていたこと，また政治的な誘拐や虐殺等のテロリズムが拡
大した時代であったこと等の背景から，「王冠証人規定」の創設が検討され
始めるようになった。しかし，先に挙げたイギリスやアメリカにおける王冠
証人制度に関する評価と，ドイツにおける王冠証人制度に関する評価とは全
く異なる様相を呈するようになり，イギリス・アメリカでは批判はあるもの
の概ね受け入れられていた王冠証人制度であったが，ドイツにおける王冠証
人制度に関する評価は圧倒的に批判的なものが多かった
32）
。それでもドイツは
当時の時代背景を踏まえて，テロリズムや組織犯罪の対策のために，また，
麻薬に関する取り締まりのために，特別法内に限定して「王冠証人規定」の
制定を認めたが，結局，根強い批判から王冠証人に関する特別法は失効され
ることとなった。しかしながら，その後も，王冠証人規定の必要性は検討さ
れ続け，ついには2009年の「第43次刑法改正法案」において，ドイツ量刑理
論の基礎となるドイツ刑法46条の特別規定として「王冠証人規定（ドイツ刑
法46条 b）」が一般刑法典に置かれるまでに至ったのである。これまでの「王
冠証人規定」が特別法の領域内において限定的に適用されてきたものであっ
たのに対し，2009年の改正刑法において，新にドイツ刑法46条 b に「王冠証
人規定」が盛り込まれたことは，その規定の配列からも，「王冠証人規定」
が量刑判断の一つの要素であることを明らかにしたといえるであろう
33）
。
　さて，ドイツ刑法46条 b によれば，「法定刑の下限において加重されてい
る自由刑もしくは無期自由刑が規定された犯罪行為」を実行した行為者が，
「刑事訴訟法100条 a 第 2 項に列挙された犯罪行為」について，任意に自身の
知ることを供述することにより，同法100条 a 第 2 項に掲げる犯罪の解明に
32）　Denny, Der Kronezeuge unter besonderer Berücksichtigung der Erfahrungen 
mit Nordirland, ZStW S.271 ff.
33）　滝沢誠「被告人の刑事責任を減免する制度の導入の是非について」専修大学論集
117号（2013，専修大学）37頁。
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協力した場合，または，同法100条 a 第 2 項に掲げる犯罪の計画を知ってい
る行為者が捜査機関に事前にその発生を防止できるように供述した場合に
は，裁判所は，法律効果としてドイツ刑法49条 1 項による任意的減軽，もし
くは場合により免除する（ただし，行為者自身の犯罪行為の法定刑が無期自由刑のみ
の場合にはドイツ刑法49条 1 項によらずに10年以上の自由刑とする）ことができると
規定されている
34）
。
　しかし，創設当時のドイツ刑法46条 b の規定は，その内容が不十分であ
ることを理由に強い批判がなされることとなった。当初のドイツ刑法46条 b
においては，「王冠証人自身が行った犯罪」と「王冠証人の証言による立証
の対象となった犯罪」の間に何らの関係性も要求されていなかったことか
ら，「王冠証人」に当たる行為者は，自らの犯罪とは全く関係がない第三者
が刑事訴訟法100条 a 第 2 項に掲げる犯罪を行ったことにつき情報を知って
いる場合において，同法100条 a 第 2 項に関する犯罪の解明に寄与する供述
等を行った場合でも減軽が認められることになるため，他人の犯罪知識を有
している者ほど刑の減軽が認められる制度内容であるとして，制定当初から
強い批判が向けられた。加えて，「王冠証人規定」が制定された翌年の2010
年，ドイツ刑法46条 b に関するドイツ連邦裁判所の判断が，その批判をさ
らに強める結果を招来させた。このときの連邦裁判所の判断は，有罪判決を
受けた被告人が，彼自身を「被害者」とする刑事訴訟法100条 a 第 2 項に掲
げる犯罪に関してその知識を開示したことに対し，ドイツ刑法46条 b の適
用を認めなかった地方裁判所の判断を「同条の規定内容を誤認した」ものと
して破棄する決定を下したというものであったが，この連邦裁判所の判断に
よって，ドイツ刑法46条 b に「王冠証人自身が行った犯罪」と「王冠証人
の証言による立証の対象となった犯罪」との関連性が要求されていない不完
全さが露見されることなり，さらに同条に対する批判が強まることとなった
34）　ドイツ刑法46条 b について詳細なものに，滝沢前掲注33　38頁，及び，野澤充
「ドイツ刑法の量刑規定における王冠証人規定─その歴史的経緯と問題点」九州法学
会会報2017（2018，九州法学会） 5 頁以下参照。
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のである。連邦裁判所の判断は，当時のドイツ刑法46条 b の規定を正確に
解釈したものであり，同条において「王冠証人自身が行った犯罪」と「王冠
証人の証言による立証の対象となった犯罪」との間の関連性は求められてい
ないことから，自身が被害者となっている犯罪が刑事訴訟法100条 a 第 2 項
に挙げられた犯罪行為であり，それに対して真実解明に助力をしたものであ
るならば，当然にドイツ刑法46条 b が適用されるべきことを示した内容と
なっていた
35）
。このような連邦裁判所の判断は，「条文の解釈手法それ自体と
しては適切なもの」であり，ドイツ刑法46条 b の立法趣旨にも適う判断で
あったが，しかしながら，「関連性要件」が欠如した同条による減軽は量刑
理論からみると批判の対象とならざるを得ないものであり，皮肉にも，連邦
裁判所が同条の内容を適切に解釈したことによって，同条の規定内容の不完
全さが顕在化される結果に繋がってしまったのである。
　ドイツ刑法46条 b に「関連性要件」が欠如しているという問題は，特に
ドイツ量刑理論の見地や責任主義からも強い批判が加えられていた。前述の
とおり，ドイツ量刑理論によれば，行為者の「行為責任」が重いものであっ
ても，種々の量刑事情に基づき，予防目的を考慮に入れて刑の量定がなされ
るべきと解されているが，王冠証人となる者が，自らの犯罪とは全く関係が
ない犯罪を供述し，その犯罪の真実を解明するという態度であった場合にお
いて，果たして，予防目的を考慮した上で刑の減免に繋がるといえるかにつ
いては疑問を禁じ得ないところがあった。たとえば，かつて犯罪組織にいた
が，現在はその犯罪組織から脱落して個別に犯罪を遂行している者であった
り，他人の犯罪について良く知っている者であったりする方が，そうでない
者よりも刑の減軽を受けられることになりうるし，むしろ，そのように考え
ると，王冠証人になれる者の方が特別予防の見地から見ても刑が加重される
べきではないかというのが，その疑問の主たる内容となっていた
36）
。
35）　BGHSt 55, 153 （154）. なお，この判例を引用しているものに，野澤前掲注34　 6
〜 7 頁，及び野澤「ドイツ刑法における王冠証人規定の2013年改正について」犯罪と
刑罰23号（2014，成文堂）182頁以下参照。
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　その後，上記のような批判を受けた「王冠証人規定（ドイツ刑法46条 b 並び
に麻薬法）」は2013年に更なる改正が加えられることになり，「王冠証人自身
が行った犯罪」と「王冠証人の証言による立証の対象となった犯罪」間に関
連性を必要とする「関連性要件」が盛り込まれるに至った。「王冠証人規定」
に「関連性要件」が加えられたことにより，たとえば，王冠証人が，自身の
犯罪と関連のある犯罪の真実解明に寄与する行為を行うことは，自身の関わ
りがある犯罪者コミュニティーから離脱する意思表明の一つであり，また，
自らの犯罪を申告する自白に繋がるものであるから，より信用できるもので
あると解されること，また，このような行為者の態度は，間接的に行為者の
非難の程度を減少させうるものと評価することが可能であることから，ドイ
ツ量刑理論にも適った修正がなされたと評価されるようになった
37）
。
　しかし，2013年改正によってドイツ刑法46条 b の「関連性要件」の欠如に
対する問題は解決に至ったものの，依然「王冠証人規定」自体に対する根強
い批判は継続されたままであった。その批判内容としては，共犯者の一部の
者が別の共犯者の犯罪解明に寄与した場合，「王冠証人規定」が適用される
ことによって，同じ犯罪を犯していても刑に差が出ることになり，共犯者の
中でも刑事訴訟法100条 a 第 2 項の犯罪に関する「情報を持たない共犯者」
が重罰化される結果となるため，ドイツ基本法 3 条 1 項が規定する平等性原
則に抵触するとの批判であったり
38）
，また，「王冠証人」が「王冠証人規定」
による刑の減免を求める目的で虚偽の供述がなされる危険性が高まることか
ら，信用性に欠けるとの批判であったりといったものであった
39）
。そのほかに
も，「王冠証人規定」はドイツ刑事訴訟法152条に規定する起訴法定主義に反
するものであり，真実発見が阻害され，公判手続が無価値化されるとする批
36）　同旨の内容の批判を加えているものに，Frank / Titz, Die Kronezeugenregelung 
zwishen Legalitätsprinzip und Rechtsstaatlihkeit, ZRP 9, 139. 
37）　野澤前掲注35　189頁。
38）　Roxin / Schünemann, Strafverfaharensrecht 26. Aufl.§14 Rn.19.
39）　Roxin / Schünemann, a.a.O.,§14 Rn.19.; Frank / Titz, a.a.O.,137,138.
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判もなされた
40）
。この批判は，「王冠証人規定」の適用される過程が公判手続
開始前であり，公開された法廷で行われないことに端を発するものである
が，「王冠証人規定」によれば，王冠証人となる者は，ドイツ刑事訴訟法207
条にいう公判手続の開始前に連邦機関，または地方自治体の機関，あるいは
裁判所に対して犯罪の真実解明に寄与する供述を行うことで，裁判所の裁量
に基づきその適用が認められ，さらに，場合によっては刑の減免まで認めら
れるものであることから，起訴法定主義に反すると批判された
41）
。さらに，そ
の他にも王冠証人に関する刑事手続上の批判として，「王冠証人規定による
優遇の可否を判断するために，『王冠証人自身が犯した犯罪』と『王冠証人
によって証言される犯罪』の 2 つについて実際上審理される必要があり，す
なわち 1 つの刑事裁判において 2 つの事件について審理を行わなければなら
なくなる点や，王冠証人規定がなくても，ドイツ刑法46条による一般的量刑
規定での考慮やドイツ刑事訴訟法153条以下の軽微犯罪における手続の打ち
切り制度などの活用によって，十分望ましい量刑は可能であったのであり，
これに重ねて王冠証人規定が必要であったとは考えられない点」等が批判内
容として挙げられている
42）
。
　このように，ドイツの「王冠証人規定」は「関連性要件」についての修正
がなされたことにより，減軽事由に関する理論的根拠を得たと解しうるもの
の，これまでに「王冠証人規定」が制定されている諸外国と比しても，「王
冠証人規定」自体に対する根強い批判が残されたままであることがわかる。
しかし，「王冠証人規定」がまったく量刑事情に考慮されるべきものではな
いか，といえばそうではないであろう。前述したとおり，ドイツ刑法46条に
おいては，以前から「犯行後の行為者の態度」が量刑事情として考慮される
べきものとなっており，特に自らの犯罪を「自白」する態度である場合にお
40）　Beulke, Strafprozessrecht, 12. Aufl. 2012, Rn.342.
41）　ドイツ刑法46条 b の王冠証人規定の適用過程について，Kindhäuser, LPK─StGB, 
3. Aufl., 2006,§46b Rn.1, 2.
42）　野澤前掲注34　 7 頁参照。また，König, Kronezeugenregelung?, ZRP 2011, 159.
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いては，その態度が刑の加重事由の方向で影響を与えると解するべきではな
く，刑の減軽事由として影響を与えると解するべきであるとの見解が徐々に
定着を見せ始めている。そのような現在のドイツ量刑理論において，「王冠
証人規定」において求められている，自身の犯罪と関連性を有する他者の犯
罪の真実解明に寄与する供述は，それ自体が「自白」に準ずるものでありつ
つ，さらに，捜査機関に協力して他者の犯罪の真実解明に寄与しようとする
態度であることから（ときには，行為者が自らの刑を軽くするための目的でなされて
いたとしても），予防目的の見地に基づき減軽事由として認められる余地が十
分にあるように感じられる。ただし，ここにおいて「王冠証人規定」は減軽
事由として認められるとしても，刑を免除する事由（あるいは不起訴とする事
由）とまでは認められるべきではないとの新たな批判が生ずることは考えら
れるが，それはさておくとして，「王冠証人規定」に「関連性要件」が加わ
ったことにより，ドイツ量刑理論から見ても「王冠証人規定」の減軽根拠を
導き出すことが可能になったという点においては，「王冠証人規定」が存在
する意義を示したといえるであろう
43）
。
5 ．考　察
　ドイツの量刑理論について，そしてその内容となっているドイツ刑法46条
と「王冠証人規定」である同法46条 b の減軽根拠についての検討を行って
きたが，そこでは，「行為者の責任が，刑の量定の基礎」であり，「犯行後の
行為者の態度」をはじめとした種々の量刑事情をもとに，個々の行為者の将
来の社会生活にどのような効果が与えられるかという予防目的を考慮した上
で量刑が決定されなければならないということが大原則であること，2009年
43）　なお，前述の「王冠証人規定」に対する批判の中で紹介したように，ドイツ刑法
46条 2 項において「犯行後の行為者の態度」が量刑事情として規定されているからこ
そ，あえて「王冠証人規定」は必要ではないと主張する学者も存在している。König, 
a.a.O., 159.　なおこれについて詳細なものに，滝沢前掲注33　42頁参照。
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に創設された「王冠証人規定」は，ドイツの量刑理論の大原則を踏まえたが
故に「刑法46条 b」に位置づけられたものであること，さらに，2013年改正
により「関連性要件」が追加されたことで，「王冠証人規定」はドイツ量刑
理論を前提とした減軽根拠を確保し存在意義を示したのではないか，といっ
たことが理解された。
　ドイツにおいて「王冠証人規定」自体に対する批判は根強くなされている
ものの，ドイツ刑法46条 2 項において「犯行後の行為者の態度」が「量刑事
情」の一つとして明示されており，「犯行後の行為者の態度」の中でも特に
自白のような場合においては，主として減軽事由として働くべき方向へと解
釈されている現在の状況を踏まえると，自らの犯罪と関連性を有する他人の
犯罪の真実解明に寄与する供述を，自白と同様に減軽事由として働く量刑事
情になると解することは否定できないであろう。しかし，これに対しては，
「利己的な理由・動機からの王冠証人証言も考えられる以上は，過去の犯罪
事実の単なる指摘が必然的に刑罰減軽・免除の可能性へと結びつくことは，
理論的に説明しがたい」とする批判も存在する
44）
。たしかに，「王冠証人」と
なる者が，減軽目的をはじめとする利己的な理由に基づいて王冠証人証言を
行ったとすれば，予防目的の見地から刑の減軽が認められるべきではないと
の方向へ繋がる余地はありうる。しかし，類似した批判は自白にも当てはま
るのではないだろうか。たとえば，減軽目的による自白であったとしても，
自身の犯罪の真実解明に寄与した態度がある限り，予防目的の見地から減軽
事由となるべきであることとパラレルに考えると，利己的な理由・動機によ
る王冠証人証言であったとしても，自身の犯罪と関連性のある他人の犯罪の
真実解明に寄与する態度がある限り，その部分においては予防目的からの減
軽は認められるべきであるように思われる。
　以上の見地から，「王冠証人規定」は「量刑事情」の中の減軽事由の一つ
として位置づけられるべきと思われるが，その結果，免除まで認められるべ
44）　野澤前掲注34　 8 頁参照。
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きかについては検討の必要があるように感じられる。現在のドイツ刑法46条
b では，王冠証人証言に対し，裁判官の裁量に基づく任意的な減免を認める
規定になっていることから，刑の免除の余地はあるものの，裁判官の裁量に
基づき刑の免除を決定する際には慎重な判断が必要であろうと思われる。な
お，本稿においては，実際に免除となった王冠証人証言の事例について，十
分な検討を加えることができなかったため今後の課題として参りたい。
　さて，これまで検討したドイツ量刑理論を踏まえて，わが国において「犯
罪事実の解明による刑の減軽制度」を刑法典に導入することが可能であるか
についての考察を行ってみたい。ドイツ量刑理論の大原則が「行為者の責任
が，刑の量定の基礎」であるという点，また，種々の「量刑事情」に基づい
た予防目的の見地から量刑が決定されるべき点，そして，減軽事由の一つと
なる「量刑事情」として「王冠証人規定」は首肯できる点等を踏まえた結
果，ドイツにおける「王冠証人規定」は，わが国における量刑に関する規定
の中では，「自首規定」よりも「情状酌量規定」の方が本質的に近いものの
ように感じられる。
　それでは，わが国において「情状酌量」の一種として「王冠証人規定」を
創設することが可能かであるが，それはなかなか困難なことであろうと思わ
れる。というのも，わが国においては，任意的減軽の対象となる「自首」の
成立においても「捜査機関に発覚する前」に自己の犯罪事実を捜査機関に申
告した場合に限定されており，さらに，自首の成立要件を全て充足したとし
ても裁判官による減軽が認められない事例も存在していることから，そもそ
も「犯行後の行為者の態度」が任意的減免に働くべき事情として活かされて
いないことが大きな理由として挙げられる
45）
。ましてや，捜査機関に自らの犯
罪が発覚した後の「自白」に至っては，有罪証拠の一つに用いられることは
あっても，積極的な減軽事由として用いられることはないと言ってよく，あ
45）　「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」に対する「自首規定」からの考察について
は，拙稿「自首に関する一考察」創価ロージャーナル10号（2017，創価大学法科大学
院）81頁以下にて検討を行っている。
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くまでも「情状酌量」を求めて行為者側が減軽主張する一つの要素にとどま
るものになっている。刑事事件の中でも自白事件が90パーセント以上を占め
るわが国において，自白した者全てに減軽の余地を与える制度を制定するこ
とは，「自白した者に対する特別の恩典ではなく，否認した者に対する不利
な取り扱い以外のものではあり得ない」との批判にも見られるように
46）
，「王
冠証人規定」により，自らの犯罪や自らの犯罪と関連する他人の犯罪の真実
を解明するための「自白」類似の供述が行われたとしても，わが国において
は，それはあくまでも「情状酌量」の際に検討される一つの事情にしかなり
得ないであろう。このため，酌量事由としての枠を超えて，「王冠証人規定」
が減軽事由の一種として刑法典に創設されることは，現段階では困難であろ
うと思われる。
6 ．おわりに
　本稿では，ドイツの量刑理論において「犯行後の行為者の態度」や「王冠
証人規定」がどのように位置づけられているのかを検討した上で，わが国の
刑法典に「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」の規定を創設することが可
能かについての検討を行った。ここでは，量刑の判断の基礎が行為者の責任
にあり，かつ，行為者に対する特別予防の見地を踏まえて量刑を決定すると
いうドイツ量刑理論の原則を前提とした考察であったために，現段階におい
て，わが国に「王冠証人規定」を創設することは困難であるとの結論に至っ
たが，かつてドイツが麻薬法やテロ犯罪対策法といった特別法に限定して
「王冠証人規定」を制定したように，被害者不在の犯罪であったり重大犯罪
であったりといった，ある種の特殊犯罪に限定して王冠証人制度を認めるこ
46）　井田良「量刑理論の体系化のための覚書」法學研究；法律・政治・社会69巻 2 号
（1996，慶應義塾大学）307〜308頁。
【付記】本研究は，2016年度 JSPS 科研費・基盤研究（C）JP16K03377の研究成果の一部
である。
48　　創価ロージャーナル第13号
とは可能であるように思われる。ドイツにおいて「王冠証人規定」が制定さ
れた犯罪や，ドイツ刑法46条 b 内に規定されている刑事訴訟法100条 a 第 2
項にあたる犯罪の特殊性についての分析を行いつつ，どのような犯罪に対し
て王冠証人制度が認められるべきかといった問題については，今後の研究課
題として参りたい。
